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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　周方向に配置された複数のティースにコイルが巻回されてなる固定子と、周方向に配置
された磁石を有し、前記固定子の径方向内側または外側に配設される回転子と、前記複数
のティースの少なくとも一つに設けられた前記ティースのひずみを検出するひずみ検出部
とを備えた回転電機と、
　前記ひずみ検出部の検出値から前記ティース内の磁束を演算し、前記演算された前記テ
ィース内の磁束、および、前記コイルに流れるコイル電流と前記演算された前記ティース
内の磁束との位相差に基づいて前記磁石の残留磁束密度推定値を演算する制御部と、
　を有する回転電機制御装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の回転電機制御装置において、
　前記ひずみ検出部は、前記ティースの径方向に沿った向きのひずみを検出するように、
前記ティースにおける回転軸方向端面のうちのいずれか一方に設けられている回転電機制
御装置。
【請求項３】
　請求項２に記載の回転電機制御装置において、
　前記ひずみ検出部は、前記ティースの周方向中央に設けられる回転電機制御装置。
【請求項４】
　請求項２または３に記載の回転電機制御装置において、
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　前記ひずみ検出部は、前記ティースの先端側に設けられる回転電機制御装置。
【請求項５】
　請求項１～４のいずれか一項に記載の回転電機制御装置において、
　直流電流を交流電流に変換して前記回転電機に供給するインバータ電源を備え、
　前記制御部は、前記ひずみ検出部の検出値に基づいて前記磁石の残留磁束密度推定値を
算出し、前記算出された前記残留磁束密度推定値に基づいて前記インバータ電源のスイッ
チング動作指令信号を演算して前記インバータ電源に出力する回転電機制御装置。
【請求項６】
　請求項５に記載の回転電機制御装置において、
　前記制御部は、前記残留磁束密度推定値とコイル電流とに基づいて前記回転電機のトル
ク推定値を演算するトルク推定演算部と、トルク要求値に基づいたトルク目標値を演算す
るトルク目標演算部と、前記トルク推定値が前記トルク目標値に一致するようにトルク指
令を演算するトルク指令演算部とを備える回転電機制御装置。
【請求項７】
　請求項６に記載の回転電機制御装置において、
　前記制御部は、前記トルク要求値を演算するトルク要求演算部を前記トルク推定演算部
とは別に有し、
　前記トルク推定演算部は、前記トルク要求演算部に比べて前記回転電機の近傍に設けら
れている回転電機制御装置。
【請求項８】
　請求項５に記載の回転電機制御装置において、
　前記制御部は、前記残留磁束密度推定値に基づいて前記磁石の温度推定値を算出する磁
石温度演算部を有し、前記磁石の温度推定値と基準温度より高い所定温度とを比較した結
果により前記スイッチング動作指令信号を演算して出力する回転電機制御装置。
【請求項９】
　請求項８に記載の回転電機制御装置において、
　前記制御部は、トルク要求値を演算するトルク要求演算部を前記磁石温度演算部とは別
に有し、
　前記磁石温度演算部は、前記トルク要求演算部に比べて前記回転電機の近傍に設けられ
る回転電機制御装置。
【請求項１０】
　請求項８または９に記載の回転電機制御装置において、
　前記制御部は、前記温度推定値が前記所定温度以上になると、前記回転電機のトルクま
たは回転数を低下させる電流指令を演算して出力する回転電機制御装置。
【請求項１１】
　請求項１０に記載の回転電機制御装置において、
　前記制御部は、前記磁石温度演算部で演算した前記温度推定値が前記所定温度以上にな
ると前記回転電機のトルクまたは回転数を低下させる電流指令を演算する電流指令演算部
と、前記電流指令に基づいて前記スイッチング動作指令信号をＰＷＭパルスとして演算す
るＰＷＭ演算部とを有する回転電機制御装置。
【請求項１２】
　請求項５～１０のいずれか一項に記載の回転電機制御装置において、
　前記制御部は、前記残留磁束密度推定値が所定値以下になると、前記回転電機のトルク
または回転数を低下させるように前記スイッチング動作指令信号を演算して出力する回転
電機制御装置。
【請求項１３】
　請求項１２に記載の回転電機制御装置において、
　前記制御部は、前記残留磁束密度推定値が所定値以下になると前記回転電機のトルクま
たは回転数を低下させるように前記回転電機のトルクまたは回転数を低下させる電流指令
を演算する電流指令演算部と、前記電流指令に基づいて前記スイッチング動作指令信号を
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ＰＷＭパルスとして演算するＰＷＭ演算部とを有する回転電機制御装置。
【請求項１４】
　請求項５～１３のいずれか一項に記載の回転電機制御装置において、
　前記ティースの温度を検出する温度検出部を備え、
　前記制御部は、前記温度検出部が検出した前記ティースの温度に基づいて、前記ひずみ
検出部で検出したひずみの中から温度によるひずみ成分を除外するように、前記残留磁束
密度推定値を補正して前記スイッチング動作指令信号を演算して出力する回転電機制御装
置。
【請求項１５】
　回転電機の固定子を構成する複数のティースの少なくとも一つに設けられた前記ティー
スのひずみを検出するひずみ検出部からの検出値により前記ティース内の磁束を演算し、
前記演算された前記ティース内の磁束、および、前記ティースに巻回されたコイルに流れ
るコイル電流と前記演算された前記ティース内の磁束との位相差に基づいて前記回転電機
の回転子に設けられた磁石の残留磁束密度推定値を演算する制御部を有する回転電機制御
装置。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、回転電機制御装置に関する。
 
【背景技術】
【０００２】
　電気自動車の車両駆動用回転電機において、磁石の温度変化に起因して、磁石の残留磁
束密度が変化することによるトルク精度の悪化を防止する回転電機制御装置が知られてい
る。例えば、特許文献１に記載の発明では、磁石の残留磁束密度の変化をｄ軸電流によっ
て補正し，トルクを一定に保つようにしている。
【０００３】
　しかしながら、磁石は回転子に埋め込まれており、温度や磁束の大きさを直接計測する
ことができない。またコイルの発熱は電気抵抗が原因で生じ、主に回転電機のトルクの増
加に応じて大きくなるのに対し、磁石の発熱は磁石を貫く磁束の変化が原因で生じ、回転
電機のトルクだけではなく、回転数が増加することによっても大きくなる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０００－２２４８１２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　そのため、従来のコイル温度のみを計測する装置では、磁石の温度を検出できないこと
から、磁石の温度上昇による残留磁束密度の変化が検出できず、したがってトルク精度の
悪化を防止できないという問題があった。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　請求項１の発明による回転電機制御装置は、周方向に配置された複数のティースにコイ
ルが巻回されてなる固定子と、周方向に配置された磁石を有し、前記固定子の径方向内側
または外側に配設される回転子と、前記複数のティースの少なくとも一つに設けられた前
記ティースのひずみを検出するひずみ検出部とを備えた回転電機と、前記ひずみ検出部の
検出値から前記ティース内の磁束を演算し、前記演算された前記ティース内の磁束、およ
び、前記コイルに流れるコイル電流と前記演算された前記ティース内の磁束との位相差に
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基づいて前記磁石の残留磁束密度推定値を演算する制御部と、を有する。
　請求項１５の発明による回転電機制御装置は、回転電機の固定子を構成する複数のティ
ースの少なくとも一つに設けられた前記ティースのひずみを検出するひずみ検出部からの
検出値により前記ティース内の磁束を演算し、前記演算された前記ティース内の磁束、お
よび、前記ティースに巻回されたコイルに流れるコイル電流と前記演算された前記ティー
ス内の磁束との位相差に基づいて前記回転電機の回転子に設けられた磁石の残留磁束密度
推定値を演算する制御部を有する。
 
【発明の効果】
【０００７】
　本発明によれば、磁石の温度による回転電機のトルク変動を抑制し、トルク精度を向上
させることができる。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】第１の実施の形態におけるモータ駆動装置の概略構成を示す図である。
【図２】第１の実施の形態におけるモータ２の概略構成を示す図である。
【図３】第１の実施の形態におけるモータ２の概略構成を示す図である。
【図４】第１の実施の形態におけるコイル２４の発熱の傾向を示す図である。
【図５】第１の実施の形態における磁石２１の発熱の傾向を示す図である。
【図６】第１の実施の形態におけるひずみセンサ１５の検出値の傾向を示す図である。
【図７】第１の実施の形態における制御演算部８のブロック図である。
【図８】第１の実施の形態における制御演算部８の動作を示すフローチャートである。
【図９】第１の実施の形態における残留磁束密度演算部３４のブロック図である。
【図１０】第１の実施の形態における残留磁束密度演算部３４の動作を示すフローチャー
トである。
【図１１】第２の実施の形態におけるモータ駆動装置の概略構成を示す図である。
【図１２】第２の実施の形態における制御演算部８のブロック図である。
【図１３】第３の実施の形態におけるモータ駆動装置の概略構成を示す図である。
【図１４】第３の実施の形態におけるモータ２の概略構成を示す図である。
【図１５】第３の実施の形態における制御演算部８のブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　以下、図を参照して本発明を実施するための形態について説明する。本発明の回転電機
の一例として、モータ、特にインナーロータモータについて説明する。
【００１０】
－第１の実施の形態－
　図１は、本発明の第１の実施の形態におけるモータ駆動装置１００を搭載した電気自動
車２００の概略構成を示す図である。なお、図１の破線矢印は信号の流れを示している。
電気自動車２００は、バッテリ１と、モータ２と、インバータ電源３と、減速機４と、差
動機構５と、駆動輪６と、制御演算部８と、制御演算部８に接続されている後述の各種セ
ンサ９～１５とを備えている。また、モータ駆動装置１００は、モータ２と、インバータ
電源３と、制御演算部８を有する。
【００１１】
　インバータ電源３は、バッテリ１から供給される直流電流を、パルス幅変調（ＰＷＭ）
により三相交流電流に変換してモータ２に供給する。モータ２は、インバータ電源３から
三相交流電流として供給された電気エネルギーを運動エネルギーに変換する。モータ２が
運動エネルギーとして発生した動力は、減速機４に伝えられ、この減速機４内部のギア式
の減速機構により減速された後に、差動機構５を介して左右の駆動輪６に伝えられ、車両
を駆動する駆動力となる。
【００１２】
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　駆動輪６の近傍には車両を制動させる制動装置７が設けられている。制動装置７には油
圧倍力装置が備えられており、この油圧倍力装置が発生する油圧操作力で駆動輪６を押さ
えつけ、摩擦力を発生させる。これにより運動エネルギーを熱エネルギーに変換し、車両
を制動する。制動装置７は、車両を制動することでモータ２の回転数を低下させることが
できる。
【００１３】
　図１において、制御演算部８はＣＰＵやメモリなどから構成され、後述するモータ制御
プログラムを実行してモータ２および制動装置７を制御する。制御演算部８は、インバー
タ電源３に指令を送り、モータ２に印加する電流の大きさや、交流電流の周波数を変更さ
せることで、モータ２が発生するトルクや、バッテリ１に充電される回生電力を変化させ
ることができる。また、制御演算部８は、駆動輪６に発生させる摩擦力を変更させる指令
（後述する制動力指令）を制動装置７に送ることで、制動装置７が発生する制動力を変化
させることができる。
【００１４】
　図１に示すように、制御演算部８には、車速を検出する車速センサ９、アクセルペダル
開度（アクセルペダルの操作量）を検出するアクセルセンサ１０、ブレーキペダル開度（
ブレーキペダルの操作量）を検出するブレーキセンサ１１、モータ２の後述するコイル２
４に印加された電流を検出する電流センサ１２、モータ２の後述するロータ２０の回転角
を検出する回転角センサ１３、モータ２の後述するコイル２４の温度を検出するコイル温
度センサ１４、モータ２の後述するティース２６のひずみを検出するひずみセンサ１５、
などが接続されている。制御演算部８は、これら各種センサ９～１５の信号に応じて、制
動装置７を制御したり、インバータ電源３を介してモータ２を駆動制御したりする。
【００１５】
　図２は、モータ２の軸方向断面図である。モータ２は、回転軸であるＡ－Ａ軸を含む面
に対して対称な構成を有しているため、図２では、Ａ－Ａ軸より図示下方の構成について
省略する。図３は、モータ２の軸方向に直交する断面図である。モータ２は、回転軸（不
図示）に対して、回転対称性があるため、モータ２の一部のみを示している。モータ２は
ＩＰＭ（Interior Permanent Magnet）モータであって、ロータ２０の内部に磁石２１が
埋め込まれている。ロータ２０の両端は、ケース２２に設けられた軸受２３によって支持
されている。ケース２２の内周面にはステータ２５が固定されている。ステータ２５から
内周方向に伸びたティース２６には、Ｕ相、Ｖ相、Ｗ相の３相巻線がＹ結線されたコイル
２４が、巻かれている。コイル２４には、コイル２４の温度を計測するためのコイル温度
センサ１４（図２）が取り付けられている。また、ティース２６のうちの少なくとも１つ
に、ティース２６のひずみを検出するひずみセンサ１５が取り付けられている。ひずみセ
ンサ１５は、ティース２６の回転軸方向端面のうちのいずれか一方に設けられている。ひ
ずみセンサ１５の用い方については、後述する。
【００１６】
　モータ２において、運動エネルギーと電気エネルギーの間のエネルギー変換は、以下の
ように行われる。力行時には、三相交流電流の供給を受けて回転磁界を発生するコイル２
４とロータ２０との間の磁気的作用によりロータ２０が回転磁界の回転速度に同期して回
転する。即ち、電気エネルギーが運動エネルギーに変換される。一方、回生時には、ロー
タ２０の界磁磁束がロータ２０の回転によってコイル２４に鎖交することにより三相交流
電流が発生する。即ち、運動エネルギーが電気エネルギーに変換される。
【００１７】
　上述の運動エネルギーと電気エネルギーの間のエネルギー変換には磁石２１の残留磁束
密度が関わっている。磁石２１の残留磁束密度の大きさは磁石２１の温度に依存する。常
温を基準温度として具体例を以下に示す。磁石２１の温度が上昇すると、磁石２１の残留
磁束密度は小さくなる。反対に、磁石２１の温度が低下すると、磁石２１の残留磁束密度
は大きくなる。常温に戻した時に、磁石の残留磁束密度の大きさが温度変化前の大きさに
戻る場合と戻らない場合がある。前者は可逆減磁と呼ばれ、後者は不可逆減磁と呼ばれる
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。以降においては、特に断りがない限り、可逆減磁の場合について述べる。
　このように、磁石２１の残留磁束密度は磁石２１の温度によって変化する。磁石２１の
温度が異なると、コイル２４に流れる電流が等しい場合でも、モータ２が出力するトルク
の大きさが異なる。また、コイル２４に印加される電流は、磁石２１の温度が基準温度（
たとえば、常温）のときにモータ２のエネルギー変換効率が最大となるように設計されて
いるため、磁石２１の温度が常温から変化するとモータ２のエネルギー変換効率が低下す
る分、出力トルクが低下してしまう。
【００１８】
　コイル２４は、電流が印加されると電気抵抗により発熱する。図４はコイル２４の発熱
の傾向を説明する図であり、モータ２の回転数・トルク特性（最大トルク）を示す曲線Ｌ
１にコイル２４の発熱傾向（ラインＬ１１～Ｌ１４）を重ねて示したものである。図４に
おいて縦軸はモータトルク、横軸はモータ回転数を表している。横軸より図示上方は力行
側、図示下方は回生側を表している。また、太線で示すラインＬ１は常温におけるモータ
２の最大トルクを表している。最大トルクＬ１は、各モータ回転数において出力可能なモ
ータトルクを示しており、モータ２は最大トルクよりも内側の領域（ラインＬ１で囲まれ
た領域）で用いられる。
【００１９】
　各ラインＬ１１～Ｌ１４は、コイル２４の発熱量が同一の動作点を結んだ曲線であり、
上述のように、これによりコイル２４の発熱傾向が分かる。コイル２４に印加される交流
電流は、概ねモータトルクの大きさ（絶対値）に応じて変化する。そのため、コイル２４
の発熱量はモータトルクの大きさに応じて大きくなり、Ｌ１１＜Ｌ１２＜Ｌ１３＜Ｌ１４
の順に発熱量が大きくなっている。図４からも分かるように、モータトルクが同じであれ
ば、回転数が変化しても発熱量はほとんど変化しない。
【００２０】
　一方、磁石２１は、磁石２１内に発生する渦電流によって発熱が起こる。磁石２１の渦
電流は、コイル２４に発生する磁束が変化することによって起こり、その大きさは、コイ
ル２４内に発生する磁束の密度（磁束密度）の大きさと、モータ回転数、すなわち、磁束
密度の時間変化に応じて変化する。図５は磁石２１の発熱の傾向を説明する図であり、モ
ータ２の最大トルクを示す曲線Ｌ１に磁石２１の発熱傾向（曲線Ｌ２１～Ｌ２４）を重ね
て示したものである。図４と同様に、図５においても縦軸はモータトルク、横軸はモータ
回転数を表している。横軸より図示上方は力行側、図示下方は回生側を表している。コイ
ル２４によって発生する磁束の密度（磁束密度）は、モータトルクの大きさに応じて大き
くなる。また、モータ２の回転数が大きくなると磁束の変化が激しくなる。そのため、コ
イル２４の磁束密度の大きさと時間変化に起因する渦電流に起因する磁石２１の発熱量は
モータトルクの大きさとモータ回転数に応じて変化し、図５に示すように、同一発熱量の
動作点を結んだ曲線Ｌ２１～Ｌ２４は複雑な形状となっている。図５においては、Ｌ２１
＜Ｌ２２＜Ｌ２３＜Ｌ２４の順に発熱量が大きくなっている。
【００２１】
　上述したように、コイル２４の発熱量はモータトルクの大きさに応じて変化するのに対
して（図４）、磁石２１の発熱量はモータトルクの大きさとモータ回転数に応じて変化す
る（図５）。従って、コイル２４はモータトルクの大きさ（絶対値）が大きくなると発熱
量が増え、コイル温度が高温になる。また、磁石２１の場合には、モータトルクの大きさ
が大きくなったりモータ回転数が大きくなったりすると発熱量が増え、磁石温度が高温に
なる。
【００２２】
　このようにコイル２４と磁石２１では発熱傾向が異なる。モータ２には、コイル２４の
温度を計測するコイル温度センサ１４が設けられている。コイル温度センサ１４によりコ
イル２４の温度を測ることは可能だが、上述の発熱傾向の違いから、磁石２１の温度や、
磁石２１の温度に応じた磁石２１の残留磁束密度の変化を見積もることはできない。また
コイル２４は非回転部分であるステータ２５に設けられているため、コイル温度センサ１
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４を容易に取り付けられるが、磁石２１は回転部分であるロータ２０に埋め込まれている
ため、直接温度センサや磁束センサなどを取り付けることが困難である。そのため、磁石
２１の残留磁束密度の変化によるトルク精度の悪化や効率の低下を防止するためには、磁
石２１に直接センサを設けることなく、高精度に磁石２１の残留磁束密度の変化による影
響を、推定する手段が必要である。
【００２３】
　そこで、第１の実施の形態では、図３に示すように、ティース２６のひずみを検出する
ひずみセンサ１５を設け、制御演算部８はひずみセンサ１５の検出値の変化とコイル２４
に印加した電流波形から、ティース２６内の磁束推定値を計算するようにした。これによ
り、後述するように磁石２１に直接センサを設けることなく、磁石２１の残留磁束密度の
変化や磁石２１の温度を高精度に推定し、もってモータ２のトルクを精度よく算出するこ
とができる。
【００２４】
　ティース２６内の磁束の密度とティース２６の径方向の引張応力には強い相関があるた
め、第１の実施の形態では、ひずみセンサ１５はティース２６の径方向の引張応力を検出
するように設ける。また、ティース２６には径方向の引張応力の他に、周方向の曲げ応力
も生じる。ティース２６の周方向の曲げ応力によるひずみは、コイル２４の占積率やひず
みセンサ１５の取り付け位置により大きく変化し、ひずみセンサ１５の取り付け位置など
を精度よく取り付けないと、再現性や量産性などにおいて問題が生じる。そのため、本実
施形態では、以下で示すように、周方向の曲げ応力を検出しないような検討を行った。
【００２５】
　具体的には、ひずみセンサ１５はティース２６の径方向の引張応力が検出でき、周方向
の曲げ応力の影響が小さい位置に取り付けた。周方向の曲げ応力によるひずみは、ティー
ス２６の周方向中央から離れるほど大きくなる。そこで、第１の実施の形態におけるひず
みセンサ１５は、ティース２６の周方向中央、すなわち、図３における、Ｗ１＝Ｗ２を満
たす位置に取り付けた。また、周方向の曲げ応力によるひずみは、ティース２６の径方向
外側ほど大きくなる。そこで、第１の実施の形態におけるひずみセンサ１５は、ティース
２６の先端側、すなわち、図３における、Ｗ３＜Ｗ４となる位置に取り付けた。これによ
り、ひずみセンサ１５はティース２６の周方向の曲げ応力による影響を受けることなく、
径方向の引張応力によるひずみを検出できる。
【００２６】
　図６を参照して、ティースひずみと、コイル電流と、モータ回転角から磁石２１の残留
磁束密度を推定するアルゴリズムを説明する。
　図６（ａ）は、コイル２４の交流電流の波形を示す図である。図６（ｂ）は、ティース
２６内の磁束の波形を示す図である。図６（ｃ）は、ひずみセンサ１５の検出値の波形を
示す図である。図６（ａ）～（ｃ）を用いて、コイル２４の交流電流とひずみセンサ１５
の検出値との間の傾向を説明する。なお、ここで示すことは、後述する制御演算部８の動
作に関係する。
【００２７】
　図６（ａ）に示すコイル２４の交流電流は、主にｑ軸成分からなる。また、コイル２４
による磁束も、主にｑ軸成分からなる。一方、図に示していないが、磁石２１による磁束
は主に、ｑ軸成分と位相が９０°ずれる成分、すなわち、ｄ軸成分からなる。また、磁石
２１による磁束は、ロータ２０の回転角に依存するものである。図６（ｂ）のティース２
６内の磁束は、コイル２４による磁束と、磁石２１による磁束を合成したものであるので
、ｑ軸成分とｄ軸成分が合成されたものとなる。図６（ｃ）に示すひずみセンサ１５の検
出値は、ティース２６内の磁束の大きさの２乗に比例するので、図６（ｂ）のゼロクロス
の時刻と、図６（ｃ）の検出値がゼロとなる時刻が一致し、図６（ｂ）の振幅（正負どち
らの場合も含む）が最大となる時刻と、図６（ｃ）の検出値が最大となる時刻が一致する
。そのため、図６（ｃ）に示す波形の周期は、図６（ｂ）に示す波形の周期の２分の１と
なる。以上を踏まえて、磁石２１の温度上昇による図６（ｂ）、（ｃ）の波形変化につい
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て述べる。
【００２８】
　磁石２１の残留磁束密度、および、ティース２６内の磁束のうち磁石２１の残留磁束密
度に起因する磁束は、磁石２１の温度に応じて変化する。また、上述のように、図６（ｂ
）に示すティース２６内の磁束の波形は、コイル２４による磁束（ｑ軸成分）と、磁石２
１による磁束（ｄ軸成分）からなる。温度上昇に伴って磁石２１の残留磁束密度は小さく
なり、ティース２６内の磁束のうち磁石２１による磁束（ｄ軸成分）は減る。一方、ティ
ース２６内の磁束のうちコイル２４による磁束（ｑ軸成分）は、温度変化しない。その結
果、図６（ｂ）に示すように、磁石２１による磁束（ｄ軸成分）の分だけ、ティース２６
内の磁束の振幅は小さくなる。また、ティース２６内の磁束の位相はコイル２４による磁
束（ｑ軸成分）に近づく。図６（ａ）に示すコイル２４の交流電流は、ティース２６内の
磁束のうちコイル２４による磁束（ｑ軸成分）と同位相であるので、図６（ｂ）の位相が
、図６（ａ）の位相に近づき、両者の位相差が小さくなる現象が見られる。
【００２９】
　図６（ｃ）に示すひずみセンサ１５の検出値は、図６（ｂ）に示すティース２６内の磁
束の２乗に比例する。このことから、図６（ｂ）に示すティース２６内の磁束の振幅が小
さくなると、図６（ｃ）に示すように、ティース２６のひずみの振幅も小さくなる。また
、同じ理由で、図６（ａ）と図６（ｂ）の波形の位相差が小さくなれば、図６（ｃ）と図
６（ａ）の位相差も小さくなる。
【００３０】
　以上の現象を利用して、第１の実施の形態における制御演算部８は、ひずみセンサ１５
の検出値の振幅の情報と、ロータ２０の回転角の情報から、ティース２６内の磁束推定値
を得る。さらに、制御演算部８は、ひずみセンサ１５の検出値の波形とコイル２４に印加
した電流波形の位相差の情報と、ティース２６内の磁束推定値から、磁石２１の残留磁束
密度推定値を計算する。
【００３１】
　すなわち、コイル電流波形（図６（ａ））とティース内磁束波形（図６（ｂ））の位相
差は、磁石温度に依存する。ティース内磁束波形（図６（ｂ））とひずみセンサ出力波形
（図６（ｃ））の位相は一致している。したがって、コイル電流波形（図６（ａ））とひ
ずみセンサ出力波形（図６（ｃ））との位相差は磁石温度に依存する。そこで、本発明で
は、コイル電流波形（図６（ａ））とひずみセンサ出力波形（図６（ｃ））との位相差と
、ティース内磁束とに基づいて磁石の残留磁束密度推定値を求める。
【００３２】
　ひずみセンサ１５の検出値の出力波形の情報だけでなく、ロータ２０の回転角の情報も
用いて、ティース２６内の磁束推定値を求めるのには、以下の理由がある。図６（ｂ）に
示すティース２６内の磁束の波形から図６（ｃ）に示すひずみセンサ１５の検出値の出力
波形を求めることは一意に決まる。しかし、反対に、図６（ｃ）の波形から図６（ｂ）の
波形を求めようとすると、一意に決まらない。これは、図６（ｃ）の波形は、図６（ｂ）
の波形の２乗したものから得られているため、その逆変換を行うことは、ある正数値の平
方根を求めることを想像すれば容易にわかるように、正負２つの値が出てしまうためであ
る。具体的には、図６（ｂ）に示す実線の波形、または、当該波形と時間軸に対して対称
な波形のいずれかを選択するという問題が生じる。そのため、これを解決するために、ロ
ータ２０の回転角の情報を用いて、上記波形のいずれかを選択する。
【００３３】
　以上で説明した、磁石２１の残留磁束密度推定値の算出の流れについてまとめると、以
下のようになる。すなわち、図６（ｃ）に示すようなひずみセンサ１５の検出値の情報と
、ロータ２０の回転角の情報から、図６（ｂ）に示すようなティース２６内の磁束の推定
値が得られる。
【００３４】
　磁石２１の残留磁束密度は、磁石２１の温度に応じて変化する。磁石２１の温度が上昇
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すると、磁石２１の残留磁束密度は小さくなる。反対に、磁石２１の温度が低下すると、
磁石２１の残留磁束密度は大きくなる。このことから、磁石２１の残留磁束密度から磁石
２１の温度推定値を算出することができる。そこで第１の実施の形態における制御演算部
８は、磁石２１の残留磁束密度推定値から、磁石２１の温度推定値を算出する。
【００３５】
　モータ２は運転状態に応じて発熱するので、その発熱によってモータ温度が過度に上昇
すると、コイル２４に塗布されているワニスが変質するおそれがある。また、磁石２１が
ネオジム磁石である場合は、高温時に大きな逆磁場を受けると、その後常温に戻しても磁
石２１の残留磁束密度が回復しない減磁、すなわち、不可逆減磁を起こすおそれがある。
従って、コイル２４および磁石２１を過度な温度上昇から保護する必要がある。以下では
、過度な温度上昇を防止する方法について述べる。
【００３６】
　上述したように、コイル２４と磁石２１では発熱傾向が異なるため、温度を下げるため
の望ましい対応が異なる。そこで、以下に示すように、コイル２４が高温の場合と、磁石
２１が高温の場合とで、異なる方法を用いて、コイル２４および磁石２１の過度な温度上
昇を防止する。
【００３７】
　コイル２４の過度な温度上昇を防止するためには、コイル温度に応じて発熱量すなわち
モータトルクを制限すればよい。コイル温度が比較的低い場合には許容されるモータトル
クは比較的大きく、ある温度以下では図４の最大トルクまで許容される。逆に、コイル温
度が比較的高い場合には、許容されるモータトルクに制限がかかる。
【００３８】
　一方、磁石２１の発熱量はモータトルクの大きさ（絶対値）とモータ回転数に応じて変
化し、発熱量一定のラインは図５に示すラインＬ２１～Ｌ２４のような形状となる。磁石
２１の過度な温度上昇を防止するためには、磁石２１の温度に応じて、発熱量すなわちモ
ータトルクとモータ回転数を制限する必要がある。
【００３９】
　上述したように、磁石２１の発熱は、モータトルクの大きさ（絶対値）とモータ回転数
に応じて大きくなる。そのため、モータトルクを下げても、モータ回転数が大きい場合に
は、磁石２１の温度が上昇する可能性がある。例えば、車両が下り勾配を走行中のような
場合、すなわち、モータ回転数を増加させる負荷がロータ２０に加わっている場合には、
モータトルクをゼロに制限しても、車速すなわちモータ回転数は増加する。このとき、磁
石２１の発熱が大きくなり磁石温度は上昇を続ける。また、このような場合にモータトル
クを調整してモータ回転数を下げようとすると、モータトルクを回生側に増大させる必要
がある。この場合も磁石２１の発熱は増大する。
【００４０】
　第１の実施の形態では、制御演算部８は、モータトルクをゼロとするようにインバータ
電源３に指令を送ってもなお磁石２１の算出温度が基準温度より高い所定温度を越えて上
昇する場合には、車速すなわちモータ回転数を低下させるように制動装置７に指令を送る
。これにより、モータ回転数を低下させ、磁石２１の過度な温度上昇を避けることができ
る。
【００４１】
　図７は第１の実施の形態における制御演算部８の構成を示す機能ブロック図である。図
８は第１の実施の形態における制御演算部８の動作を示すフローチャートである。以下で
は、図７，８を用いて第１の実施の形態のモータ制御動作を説明する。なお、本説明の途
中で図９及び図１０も用いる。車両のイグニッションキースイッチ（不図示）がオンとな
っている間、図８に示すモータ制御プログラムが繰り返し実行される。
【００４２】
　図７に示すように、制御演算部８には、トルク要求演算部３０、制動力要求演算部３１
、磁束演算部３２、トルク推定演算部３３、残留磁束密度演算部３４、磁石温度演算部３
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５、トルク制限演算部３６、トルク目標演算部３７、トルク指令演算部３８、電流指令演
算部３９、ＰＷＭ演算部４０、制動力制限演算部４１、制動力指令演算部４２が設けられ
ている。以下では、上述の各部が図８に示すモータ制御プログラム内でどのような動作を
するか説明する。
【００４３】
　ステップＳ１では、車速センサ９が検出した車速信号と、アクセルセンサ１０が検出し
たアクセル開度信号（アクセルペダルの踏み込み量に応じた信号）とに基づいて、トルク
要求演算部３０がモータ２のトルク要求値を計算する。具体的には、アクセルペダルのア
クセル開度は車両としての出力要求値に比例するので、アクセル開度を出力要求値に換算
する。そして、その出力要求値を車速で除算することで、車両の駆動力要求値、すなわち
モータ２のトルク要求値を計算する。
【００４４】
　ステップＳ２では、ブレーキセンサ１１が検出したブレーキ信号（ブレーキペダルの踏
み込み量に応じた信号）に基づいて、制動力要求演算部３１が制動装置７の制動力要求値
を計算する。ブレーキ信号は車両としての制動力要求値に比例するので、ブレーキ信号を
制動力要求値に換算する。なお、制動力要求値はモータトルク相当に換算されており、車
両を減速させるように働くので負値となる。
【００４５】
　ステップＳ３では、回転角センサ１３が検出したロータ２０の回転角信号と、ひずみセ
ンサ１５が検出したティース２６のひずみ信号とに基づいて、磁束演算部３２がティース
２６内の磁束推定値を計算する。なお、図６の説明箇所で述べたとおり、ロータ２０の回
転角信号が、ティース２６内の磁束波形の正負いずれかを選択する役割を担っている。
【００４６】
　ステップＳ４では、電流センサ１２が検出したコイル２４の電流信号と、磁束演算部３
２が計算するティース２６内の磁束推定値とに基づいて、トルク推定演算部３３がモータ
２のトルク推定値を計算する。なお、モータ２のトルクは、コイル２４内の交流電流の振
幅と、ティース２６内の磁束の振幅と、交流電流と磁束の位相差によって決まる。すなわ
ち、モータ２のトルクは、コイル２４の交流電流とティース２６内の磁束を最大振幅と位
相差による極形式で表記した場合の外積となる。
【００４７】
　ステップＳ５では、電流センサ１２が検出したコイル２４の電流信号と、磁束演算部３
２が計算するティース２６内の磁束推定値とに基づいて、残留磁束密度演算部３４が磁石
２１の残留磁束密度推定値を計算する。
【００４８】
　ここで、残留磁束密度演算部３４と具体的な計算手順の詳細について、図９と図１０を
用いて説明する。図９は残留磁束密度演算部３４の構成の詳細を示すブロック図である。
図１０は残留磁束密度演算部３４の動作、すなわち、図８のステップＳ５の詳細を示すフ
ローチャートである。残留磁束密度演算部３４は、磁束振幅算出部５０、電流振幅算出部
５１、位相差算出部５２、および残留磁束密度算出部５３を有する。図１０のフローチャ
ートを説明しながら上述の各部の動作を説明する。
【００４９】
　ステップＳ５１では、磁束演算部３２で計算されたティース２６内の磁束推定値に基づ
いて、磁束振幅算出部５０が磁束の最大振幅を算出する。ステップＳ５２では、電流セン
サ１２が検出したコイル２４の電流信号に基づいて、電流振幅算出部５１が交流電流の最
大振幅を算出する。ステップＳ５３では、電流センサ１２が検出したコイル２４の電流信
号と、磁束演算部３２が計算するティース２６内の磁束推定値とに基づいて、位相差算出
部５２がティース２６内の磁束とコイル２４の交流電流との間の位相差を算出する。
【００５０】
　ステップＳ５４では、磁束振幅算出部５０が算出するティース２６内の磁束推定値の最
大振幅と、電流振幅算出部５１が算出するコイル２４の交流電流の最大振幅と、位相差算
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出部５２が算出するティース２６内の磁束推定値とコイル２４の交流電流との間の位相差
とに基づいて、残留磁束密度算出部５３が磁石２１の残留磁束密度推定値を算出する。テ
ィース２６内の磁束の最大振幅と、コイル２４の交流電流の最大振幅と、ティース２６内
の磁束とコイル２４の交流電流との間の位相差を入力パラメータとし、磁石２１の残留磁
束密度を出力パラメータとしたときの対応関係は、制御演算部８が備えるメモリ内に数値
マップとして格納されている。ステップＳ５４ではこの数値マップに基づいて、磁石２１
の残留磁束密度推定値を計算する。ステップＳ５内の最終ステップであるステップＳ５４
が終了すると、図８のステップＳ６に進む。
【００５１】
　図８に示すステップＳ６では、残留磁束密度演算部３４が出力した磁石２１の残留磁束
密度推定値に基づいて、磁石温度演算部３５が磁石２１の温度推定値を計算する。磁石２
１の残留磁束密度を入力パラメータとし、温度を出力パラメータとしたときの対応関係は
、制御演算部８が備えるメモリ内に数値マップとして格納されている。ステップＳ６では
この数値マップに基づいて、磁石２１の温度推定値を計算する。
【００５２】
　ステップＳ７では、回転角センサ１３が検出したロータ２０の回転角信号と、コイル温
度センサ１４が検出したコイル２４の温度と、磁石温度演算部３５が出力した磁石２１の
温度推定値とに基づいて、コイル２４と磁石２１を過度な温度上昇から保護するためのト
ルク制限処理をトルク制限演算部３６が実行する。回転角センサ１３が検出したロータ２
０の回転角信号からモータ２の回転数推定値が算出される。コイル２４の温度と磁石２１
の温度とモータ２の回転数を入力パラメータとし、トルク制限値を出力パラメータとした
ときの対応関係は、制御演算部８が備えるメモリ内に数値マップとして格納されている。
ステップＳ７ではトルク制限演算部３６が、この数値マップに基づいてトルク制限値を計
算する。
【００５３】
　ステップＳ８では、トルク要求演算部３０が出力したモータ２のトルク要求値と、トル
ク制限演算部３６が出力したモータ２のトルク制限値とに基づいて、トルク目標演算部３
７がトルク目標値を計算する。トルク制限として、力行側と回生側にそれぞれ、力行側ト
ルク制限値と回生側トルク制限値が設けられている。力行側トルク制限値と回生側トルク
制限値に挟まれたトルク範囲（トルク制限範囲）にトルク要求値が位置する場合は、トル
ク要求値がトルク目標値となる。力行側で、かつ、トルク制限範囲の外にトルク要求値が
位置する場合は、力行側トルク制限値がトルク目標値となる。回生側で、かつ、トルク制
限範囲の外にトルク要求値が位置する場合は、回生側トルク制限値がトルク目標値となる
。
【００５４】
　ステップＳ９では、トルク目標演算部３７が出力したモータ２のトルク目標値と、トル
ク推定演算部３３が出力したモータ２のトルク推定値とに基づいて、トルク指令演算部３
８がモータ２のトルク指令値を算出する。具体的には、トルク推定値とトルク目標値が等
しい場合には、現行のトルク指令値を維持する。トルク推定値がトルク目標値よりも大き
い場合には、トルク推定値をトルク目標値に近づけるためにトルク指令値を現行のトルク
指令値よりも低くする。トルク推定値がトルク目標値よりも小さい場合には、トルク推定
値をトルク目標値に近づけるためにトルク指令値を現行のトルク指令値よりも高くする。
このように、トルク推定値がトルク目標値と一致するようにトルク指令演算部３８がトル
ク指令値を算出する。
【００５５】
　ステップＳ１０では、トルク指令演算部３８が出力したモータ２のトルク指令値と、残
留磁束密度演算部３４が出力した磁石２１の残留磁束密度推定値と、回転角センサ１３が
検出したロータ２０の回転角信号とに基づいて、電流指令演算部３９がコイル２４の電流
指令値を計算する。回転角センサ１３が検出したロータ２０の回転角信号からモータ２の
回転数推定値が算出される。モータ２の回転数とトルクおよび磁石２１の残留磁束密度を



(12) JP 6095004 B2 2017.3.15

10

20

30

40

50

入力パラメータとし、コイル２４の電流を出力パラメータとしたときの対応関係は、制御
演算部８が備えるメモリ内に数値マップとして格納されている。電流指令演算部３９は、
この数値マップに基づいて、コイル２４の電流指令値を計算する。
【００５６】
　ステップＳ１１では、電流指令演算部３９が出力した電流指令値と、電流センサ１２で
検出されるコイル２４の電流信号と、回転角センサ１３で検出されたロータ２０の回転角
信号とに基づいて、ＰＷＭ演算部４０は、パルス幅変調（ＰＷＭ）方式によりインバータ
電源３のスイッチ素子のオンオフＰＷＭパルスを生成して出力する。
【００５７】
　ステップＳ１２では、車速センサ９で検出された車速信号と、磁石温度演算部３５が出
力した磁石２１の温度推定値と、トルク推定演算部３３が出力したモータ２のトルク推定
値とに基づいて、磁石２１を過度な温度上昇から保護するための制動装置７の制動力制限
値を制動力制限演算部４１が計算する。磁石２１の温度が所定温度以上であり、かつモー
タ２のトルクがゼロであるにも関わらず車速が上昇する場合には、車速が車速制限値以下
となる指令値を制動力制限値とする。上記以外の場合には、制動力要求値をゼロとする。
磁石２１の推定温度とトルク推定値と車速信号とを入力パラメータとし、車速制限値を出
力パラメータとしたときの対応関係は、制御演算部８が備えるメモリ内に数値マップとし
て格納されている。制動力制限演算部４１がこの数値マップに基づいて、車速制限値を計
算する。これにより、モータ回転数を低下させ、磁石２１の過度な温度上昇を避けること
ができる。
【００５８】
　ステップＳ１３では、制動力要求演算部３１が出力した制動力装置７の制動力要求値と
、制動力制限演算部４１が出力した制動装置７の制動力制限値とに基づいて、制動力指令
演算部４２が制動装置７へ送信する制動力指令値を計算する。
【００５９】
　以上説明した制御演算部８の各部をまとめると以下のとおりである。
（１）トルク要求演算部３０は、アクセル開度と車速からトルク要求値を演算する。
（２）磁束演算部３２は、ティースひずみおよび回転角を用いてティース内磁束を演算す
る。
（３）トルク推定値演算部３３は、ティース内磁束とコイル電流からトルク推定値を演算
してトルク目標演算部３７に出力する。
（４）残留磁束密度演算部３４は、ティース内磁束、および、コイル電流と前記演算され
たティース内の磁束の位相差から残留磁束密度推定値を演算する。
（５）磁石温度演算３５は、残留磁束密度推定値から磁石温度推定値を演算する。
（６）トルク制限演算部３６は、コイル温度、回転角信号、磁石温度推定値の３つの信号
からトルク制限値を演算する。
（７）トルク目標演算部３７は、トルク要求値がトルク制限値を超えないようにトルク目
標を演算する。
（８）トルク指令演算部３８は、トルク推定値がトルク目標値に一致するようにトルク指
令を演算する。
（９）電流指令演算部３９は、トルク指令値と、回転角と、磁石温度推定値の３つの信号
を使用して電流指令を演算する。
（１０）ＰＷＭ演算部４０は、電流指令と、コイル電流と、回転角の３つの信号を使用し
てＰＷＭパルスであるスイッチング動作指令を演算する。
（１１）制動力演算部３１は、ブレーキ開度信号から制動力要求を演算する。
（１２）制動力制限演算部４１は、車速信号と、磁石温度推定値と、トルク推定値の３つ
の信号を使用して制動力制限値を演算する。
（１３）制動力指令演算部４２は、制動力要求と制動力制限値から制動力指令を演算する
。
【００６０】
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　以上で説明した第１の実施の形態におけるモータ２またはモータ駆動装置１００は、以
下のような作用効果を奏する。
（１）モータ２のティース２６にひずみセンサ１５が設けられていることにより、ティー
ス２６の磁気吸引力によるひずみが検出できる。さらに、ティース２６のひずみと、ロー
タ２０の回転角とからティース２６内の磁束推定値が求められる。さらに、ティース２６
内の磁束とコイル２４の電流から、磁石２１の残留磁束密度推定値が求められる。
【００６１】
（２）ティース２６のひずみセンサ１５がティース２６の径方向のひずみを検出するよう
にしたことにより、コイル２４の占積率やひずみセンサ１５の取り付け位置によって変化
しない径方向のひずみを高精度に検出することができ、磁気吸引力によるひずみが精度よ
く検出できる。
【００６２】
（３）ティース２６のひずみセンサ１５がティース２６の周方向中央に設けられるように
したことにより、周方向の曲げ応力による径方向成分が少なくなり、磁気吸引力によるひ
ずみが精度よく検出できる。
（４）ティース２６のひずみセンサ１５がティース２６の先端側に設けられたことにより
、曲げ応力が小さくなり、磁気吸引力によるひずみが精度よく検出できる。
【００６３】
（５）回転電機駆動装置１００は、回転電機２と、直流電流を交流電力に変換して回転電
機に供給するインバータ電源３と、インバータ電源３のスイッチング動作指令信号を演算
する制御演算部８とを備え、制御演算部８は、ひずみ検出センサ１５の検出値に基づいて
磁石２１の残留磁束密度推定値を算出する残留磁束密度推定値演算部３４を有する。制御
演算部８は、残留磁束密度推定値演算部３４で演算された残留磁束密度推定値に基づいて
スイッチング動作指令信号を演算してインバータ電源３に出力する。すなわち、モータ２
のティース２６に設けたひずみセンサ１５の検出値に基づいて磁石２１の残留磁束密度推
定値が残留磁束密度推定値演算部３４により求められる。モータ駆動制御装置１００は、
磁石２１の残留磁束密度推定値に基づいてスイッチング動作指令信号を演算してモータ２
を駆動制御する。これにより。トルク精度を向上させることができる。
【００６４】
（６）制御演算部８は、残留磁束密度推定値とコイル電流とに基づいて回転電機２のトル
ク推定値を演算するトルク推定演算部３３と、トルク要求値に基づいたトルク目標値を演
算するトルク目標演算部３７と、トルク推定値がトルク目標値に一致するようにトルク指
令を演算するトルク指令演算部３８とを備える。モータ駆動装置１００が磁石２１の残留
磁束密度推定値とコイル２４の電流に基づいて算出されたトルク推定値とトルク目標値が
一致するようにモータ２を駆動制御するようにしたことにより、トルク精度を向上させる
ことができる。
【００６５】
－第１の実施の形態の変形例－
　第１の実施の形態を以下のように変形して実施形してもよい。
　モータ駆動装置１００の制御演算部８は、磁石温度演算部３５で算出した磁石２１の温
度推定値を基準温度より高い所定温度と比較し、その比較結果によりモータ２を駆動制御
するようにしてもよい。
【００６６】
　たとえば、上述の磁石２１の温度推定値が所定値以上になると、モータ駆動装置１００
がモータ２のトルクまたは回転数を低下させるようにモータ２を駆動制御するようにして
もよい。
【００６７】
　あるいはまた、上述の磁石２１の残留磁束密度推定値が所定値以下になると、モータ駆
動装置１００がモータ２のトルクまたは回転数を低下させるようにモータ２を駆動制御す
るようにしてもよい。
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　変形例の回転電機駆動装置において、制御演算部８は、残留磁束密度推定値に基づいて
磁石２１の温度推定値を算出する磁石温度演算部３５を有し、温度推定値を基準温度より
高い所定温度と比較した結果によりスイッチング動作指令信号を演算して出力するように
した。たとえば、制御演算部８は、温度推定値が所定温度以上になると、回転電機２のト
ルクまたは回転数を低下させるようにスイッチング動作指令信号を演算して出力する。以
上の変形例によれば、磁石２１やコイル２４の過度な温度上昇を抑制することができる。
【００６８】
－第２の実施の形態－
　図１１は、本発明の第２の実施の形態におけるモータ駆動装置１００を搭載した電気自
動車２００の概略構成を示す図である。図１２は第２の実施の形態における制御演算部８
の構成を示すブロック図である。第２の実施の形態は、上述した第１の実施の形態の制御
演算部８の構成を変更したものである。図１、図７に示す要素と同様の要素に対しては同
一の符号を付し、以下では相違点を中心に説明する。
【００６９】
　第２の実施の形態における制御演算部８は、モータ２に印加する電流の大きさや交流電
流の周波数を演算する第１の制御演算部６１と、モータ２のトルク要求値を演算する第２
の制御演算部６２から構成される。第１の制御演算部６１と第２の制御演算部６２は、そ
れぞれ別のＣＰＵやメモリで構成されている。
【００７０】
　第２の制御演算部６２は主に、モータ２によらない演算を実行する。第２の制御演算部
６２には、車速センサ９、アクセルセンサ１０、ブレーキセンサ１１、などが接続されて
いる。第２の制御演算部６２はモータ２のトルク要求値を演算し、第１の制御演算部６１
に送信する。
【００７１】
　第１の制御演算部６１は主に、モータ２に固有の演算を実行する。第１の制御演算部６
１には、電流センサ１２、回転角センサ１３、コイル温度センサ１４、ひずみセンサ１５
、などが接続されている。第１の制御演算部６１は、第２の制御演算６２が送信したトル
ク要求値から、モータ２に印加する電流の大きさや交流電流の周波数を演算し、インバー
タ電源３へ指令するとともに、モータ２のトルクや、磁石２１の温度を演算し、第２の制
御演算部６２へ送信する。
【００７２】
　このように、モータ２に固有の演算を行う第１の制御演算部６１と、モータ２によらな
い演算を行う第２の制御演算部６２を別に構成することで、プログラムのメンテナンス性
を向上させることができる。例えば車両のスペックが変更になり、モータ２の特性が変わ
った場合には、第１の制御演算部６１のみを修正すればよい。
【００７３】
　第２の実施の形態における制御演算部８は、第１の制御演算部６１を、第２の制御演算
部６２に比べてモータ２の近傍に設け、電流センサ１２、回転角センサ１３、コイル温度
センサ１４、ひずみセンサ１５の検出値に基づいて、モータ２のトルクや、磁石２１の温
度を演算し、第２の制御演算部６２へ送信する。これにより、ひずみセンサ１５や電流セ
ンサ１２の検出値が、通信遅れや通信ノイズの影響を受けることなく、モータ２のトルク
や、磁石２１の温度を演算することができる。
【００７４】
－第３の実施の形態－
　図１３は、本発明の第３の実施の形態におけるモータ駆動装置１００を搭載した電気自
動車２００の概略構成を示す図である。図１４は第３の実施の形態におけるモータ２の構
成を示す図である。図１５は第３の実施の形態における制御演算部８の構成を示すブロッ
ク図である。第３の実施の形態では、上述した第１の実施の形態の一部の構成を変更した
ものである。図１、図２、図７に示す要素と同様の要素に対しては同一の符号を付し、以
下では相違点を中心に説明する。
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　第３の実施の形態におけるモータ２は、ティース２６の温度を検出するティース温度セ
ンサ７１を備えている。第３の実施の形態における磁束演算部３２は、回転角センサ１３
が検出したロータ２０の回転角信号と、ひずみセンサ１５が検出したティース２６のひず
み信号と、ティース温度センサ７１が検出したティース２６の温度に基づいて、ティース
２６内の磁束推定値を計算する。ティース２６の応力とひずみの関係はティース２６のヤ
ング率に依存する。またティース２６のヤング率は、ティース２６の温度に依存し、温度
が高くなるとヤング率は低下する。第３の実施の形態における磁束演算部３２は、ティー
ス温度センサ７１が検出したティース２６の温度を用いて、ひずみセンサ１５で検出した
ひずみのうち、温度によるひずみ成分を除外するようにティース２６内の磁束推定値を補
正することにより、ティース２６の温度の影響を受けることなく、ティース２６内の磁束
推定値を高精度に算出できる。
【００７６】
　以上、本発明をインナーロータモータに適用した例で説明してきたが、本発明は、アウ
ターロータモータにおいても同様に適用できる。アウターロータモータにおいても、ひず
みセンサ１５は、ティースの先端側に取り付けられるのが望ましい。ただし、アウターロ
ータモータでは、ロータがステータの外周側に配置されるので、ティースの先端側は径方
向外側となる。ひずみセンサ１５がティースの周方向の中央に取り付けられることは、ア
ウターロータモータにおいてもインナーロータモータと同様である。
【００７７】
　以上で説明した実施形態では、本発明を車両の唯一の駆動源とする電気自動車の駆動シ
ステムに適用した場合を例に挙げている。しかし、本発明は、鉄道車両や建設車両などの
電動車両、内燃機関であるエンジンと電動機とを車両の駆動源とする電動車両、例えばハ
イブリッド自動車（乗用車）、ハイブリッドトラックなどの貨物自動車、ハイブリッドバ
スなどの乗り合い自動車などの制御装置にも適用することができる。
【符号の説明】
【００７８】
　　１：バッテリ　　　　　　　　２：モータ
　　３：インバータ電源　　　　　４：減速機
　　５：差動機構　　　　　　　　６：駆動輪
　　７：制動装置　　　　　　　　８：制御演算部
　　９：車速センサ　　　　　　１０：アクセルセンサ
　１１：ブレーキセンサ　　　　１２：電流センサ
　１３：回転角センサ　　　　　１４：コイル温度センサ
　１５：ひずみセンサ　　　　　２０：ロータ
　２１：磁石　　　　　　　　　２２：ケース
　　２３：軸受　　　　　　　　２４：コイル
２５：ステータ　　　　　　　　２６：ティース
　３０：トルク要求演算部　　　３１：制動力要求演算部
　３２：磁束演算部　　　　　　３３：トルク推定演算部
　３４：残留磁束密度演算部　　３５：磁石温度演算部
　３６：トルク制限演算部　　　３７：トルク目標演算部
　３８：トルク指令演算部　　　３９：電流指令演算部
　４０：ＰＷＭ演算部　　　　　４１：制動力制限演算部
　４２：制動力指令演算部　　　５０：磁束振幅算出部
　５１：電流振幅算出部　　　　５２：位相差算出部
　５３：残留磁束密度算出部　　６１：第１の制御演算部
　６２：第２の制御演算部　　　７１：ティース温度センサ
１００：モータ駆動装置　　　２００：電気自動車
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